
国 立 大 学 法 人 弘 前 大 学

平成２５年度の業務運営

に関する計画（年度計画）
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平成２５年度 国立大学法人弘前大学 年度計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置

【学士課程・大学院課程】

・入学者受入れの方針に即して，入試方法を点検し，見直しを行うとともに，入試広報

を充実する。

○入試方法改善に向けた各種の分析調査や，入試広報の機能強化に向けた取組を継続

して行う。

・大学院の秋季入学を拡充する。

○大学院の秋季入学について，継続して検討を行う。

・高大接続のあり方を見直し，整備する。

○推薦入試Ⅰの合格者を対象に入学前教育を継続して実施するとともに，大学入試セ

ンター試験の任意受験を引き続き推奨する。

○高大連携公開講座等を通じ，高校生に大学教員の授業を体験する機会を提供すると

ともに，本学教員が高校に出向き高校生に授業を行うドリーム講座の在り方や，よ

り効果的な実施方法について検討を行う。

○教育推進機構において，今後の高大連携の方策について検討を行う。

【学士課程】

〈方針〉

・教育課程編成・実施の方針を具体的に定め，公表する。

［実施済］

・初年次における教養教育を強化する。

○教養教育科目（21世紀教育科目）の見直しを行うため，21世紀教育センター運営委

員会において，教育課程・授業内容の検証を行うとともに能動的学修（アクティブ

ラーニング）を推進する。

○英語教育の充実を図るため，新入生を対象にTOEIC模擬試験を実施し，結果を分析す

る。

・専門基礎の充実を含めた教育課程の改善に取り組む。

○専門教育科目において，教育課程編成・実施の方針を踏まえ，専門基礎の充実を含

めた教育課程の点検・見直しを行う。

・緊急被ばく医療を担う地域の求める特色ある人材を育成する。

○被ばく医療に関する授業科目を継続して開講する。

〈教育方法〉

・学習の動機付けや学習意欲の向上を図るため，多様な教育方法による授業を展開する。

○学習の動機付け及び学習意欲の向上を図るため，学生参加型授業，課題解決・探求

学習及び双方向型の授業等の能動的学修（アクティブ・ラーニング）を推進する。

○文部科学省事業「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」におい

て，本学がテーマに掲げる「地域企業と実践する課題解決型学習による主体的な学

びプログラムの構築」に取り組み，学生の社会的・職業的な自立を促す。

・学生の職業観を養成し，進路選択を容易にするため，キャリア教育を推進する。

○本学においてキャリア教育科目と位置付けている教養教育科目（21世紀教育科目）

の特設テーマ科目「社会と私」を継続して開講する。

○「企業見学会」を継続実施するほか，学生が主体となって本学卒業生に対して直接

取材を行い，キャリア教育に関する情報発信を行う。

○本学におけるキャリア教育のコンセプトを踏まえ，キャリア教育の視点からの授業

科目の体系化について検討する。
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〈成績評価〉

・授業の到達目標や成績評価基準を明確化し，成績評価を行う。

○GPA算出データ等を活用した成績評価の状況を踏まえ，成績評価の厳格性，客観性の

担保について検討を行う。

○シラバスの学習成果の達成目標の明確化を図るためにFD活動を推進する。

・学生自身による学習に関する自己評価制度を導入する。

○学生によるラーニング・ポートフォリオ作成を取り入れた授業を行う。

・授業の事前・事後学習を明示するなど，学生の自主的な学習を促し，単位制度の実質

化を推進する。

○授業時間内及び事前事後学習を充実させるため，ラーニング・ポートフォリオを活

用するなど，能動的学修（アクティブ・ラーニング）を推進する。

【大学院課程】

〈方針〉

・教育課程編成・実施の方針を具体的に定め，公表する。

【実施済】

〈教育課程〉

・学生の資質の向上を目指し，教育課程を改善する。

○学生の資質の向上を目指すため，教育課程編成・実施の方針を踏まえ，教育課程の

点検・見直しを行う。

○研究科の枠を超えた大学院共通科目を継続して開講し，教育内容の更なる充実を図

る。

・緊急被ばく医療を担う地域の求める特色ある人材を育成する。

○被ばく医療に関する授業科目を継続して開講する。

〈教育方法〉

・実践能力の養成を含めた教育方法を実施する。

○教育課程編成・実施の方針を踏まえ，実践能力養成の観点から，教育方法改善のた

めの検討を行う。

〈成績評価〉

・授業の到達目標や成績評価基準を明確化し，成績評価を行う。

【実施済】

【学士課程・大学院課程】

・学位授与の方針を具体的に定め，公表する。

【実施済】

・教育の成果を検証する。

○学生の授業評価アンケートを継続して実施し，教育の成果を検証する。

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

・各学部・研究科，各学内共同教育研究施設等において，大学または各学部・研究科の

教育目的に照らして効果的な教員配置を行う。

○退職教員の後任補充について，学長承認制度を実施する。

・学生の学習意欲を促し，教育の質の向上に資する教育環境を整備する。

○学生の英語の自学自習を推進するため，ネイティブスピーカーによる実践的英会話

の指導，議論を主体としたセミナーの開催など，イングリッシュラウンジでの活動

を充実する。

○学生の能動的学修（アクティブ・ラーニング）を推進するため，教育環境の整備に

ついて検討を行う。

・教育の成果の検証を踏まえて，授業改善のための制度・体制を構築する。



- 3 -

○教育推進機構において，教育の実施体制及び教育方法の改善について検討を行う。

○弘前大学版ティーチング・ポートフォリオである「教育者総覧」を活用した授業改

善の方法について検討を行う。

・ＦＤの実施体制やプログラムの充実を推進するなど，効果的なＦＤ活動を組織的に展

開する。

○教員のFD活動を推進するため，FDプログラムの充実を図り能動的学修（アクティブ

・ラーニング）を推進する。

○非常勤講師・TAに対するFD活動を実施する。

・初年次教育を強化するため，高大連携体制を充実させる。

○高校教員と連携して，高大連携シンポジウムを開催する。

○教育推進機構において，高大連携の方策について検討する。

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置

・履修相談などの体制を見直し，学生の学習支援を充実させる。

○TAによる授業支援状況を踏まえ，自学自習を促進するための方法・体制について検

討し，学生に対する効果的な学習支援を推進する。

・学生ニーズの把握，保護者との連携強化を推進し，学生の健康維持・増進を含めた学

生生活支援を充実させる。

○学生の生活実態と要望を把握するため，学生生活実態調査の実施について検討を行

う。

○保護者との連携体制を確立し，学生生活支援の充実を図るため，新入生保護者への

アンケート調査を実施する。

○「学生相談を考える会」を継続して開催し，学生相談に関わる教職員のスキルアッ

プを図る。

○健康診断実施日数を維持しつつ，学部等の協力を得て学生がより受診しやすい日程

を計画し，学生の健康管理の充実を図る。

○成績優秀でかつ経済的に困窮している学生や入学希望者に対する経済的支援を拡充

して実施する。

○東日本大震災により被災した学生に対し，経済的理由で修学を断念することがない

よう，継続して授業料免除等の経済的支援を実施する。

○学寮の内外装改修工事実施にあたり，円滑な学生生活を継続できるよう支援する。

・学生の就職相談体制を充実し，就職支援を推進する。

○未就職の既卒学生を含めた就職相談体制を強化するため，弘前公共職業安定所との

連携を図る。

○演習型の就職ガイダンスを継続して実施する。

○インターンシップ（選択実習科目である企業等実習または自由参加）の参加形態に

関わらず，希望学生の参加を支援する。

・課外活動を積極的に支援するとともに，ボランティア活動を推進する。

○学生ボランティア活動支援体制の充実を図る。

○これまでの課外活動支援を継続するほか，課外活動団体や顧問のためのハンドブッ

クを作成して配布する。

２ 研究に関する目標を達成するための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

・異分野間の連携・融合を図りながら，競争的優位性のある，こころ・脳，糖鎖工学の

研究に取り組む。

○新たな改変候補遺伝子の検索と開発したモデル動物を用いて，こころ・脳に関する

研究を行う。
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○疾患等における糖鎖の構造変化を調べるための方法の確立等，糖鎖工学，糖鎖医学

に関する研究を行う。

・世界自然遺産白神山地を対象とした地球温暖化，環境等に関する研究に取り組む。

○白神自然環境研究所を拠点として，白神山地の自然環境を観測・解析するとともに，

海外研究機関と研究交流を行う。

・地域の「歴史・文化」，「産業・雇用」に関する研究及び教員養成を中心とした「教育」

に関する研究に取り組む。

○縄文遺跡，亀ヶ岡文化に関する研究を行うとともに，遺跡からの情報をもとに地域

の遺伝資源を利用した温暖化対応作物の研究を行う。

○地域産業及び地域政策に関する研究を行う。

○教員養成学研究開発センターが開発した教員養成カリキュラム，理論及び指導体制

について実践研究を行う。

・「特定プロジェクト教育研究センター」を中心に，学部・研究科の個性を発揮しなが

ら，研究者集団による特色ある研究プロジェクトに取り組む。

○学部等附属の「特定プロジェクト教育研究センター」を中心とした研究を行う。

・地域の平均寿命や健康問題を踏まえ，ＱＯＬ（生活の質）の向上を図るため，地域資

源及びその特性を活かし，食・健康・福祉の分野に関する研究に取り組む。

○スーパー・ヘルシーフード（安全で栄養機能性を含む食品）の開発を目的とする実

践研究を行う。

○短寿命等健康問題に関する研究を行う。

○生活習慣病，メタボリックシンドローム等の予防，健康維持，増進に係る研究につ

いて，「健康・スポーツ医科学センター」，「すこやかコミュニティ支援センター」

を拠点として研究活動を行う。

○「先進医用システム開発センター」を拠点として，医工連携による医用システム開

発研究を行うとともに，医工融合分野に精通した高度な人材育成を行う。

・青森県の特性を踏まえ，安全・安心で持続可能な地域社会に寄与する，未利用・再生

可能エネルギー資源，地震災害，被ばく医療等に関する研究に取り組む。

○「北日本新エネルギー研究所」を拠点として，新エネルギー資源を活用したＣＯ２

排出削減のためのシステム開発及び関連の研究活動を行う。

○震災復興も踏まえた地震災害に関する研究を行う。

○「被ばく医療総合研究所」を拠点として，震災復興も踏まえた被ばく医療に特化し

た研究活動を行う。

・弘前大学が有する知的・人的財産の発信及び地域との共有に取り組む。

○特許に対する意識の醸成を図り，知的財産創出につながる研究を行う。

○研究シーズの発信を行うとともに，積極的に民間等との共同研究を行う。

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置

・「コラボ弘大」を拠点として研究推進に重点を置いた組織体制を形成し，学外との連

携を推進する。

○新たに研究・産学連携を推進する中核的組織を設置し，学術研究推進戦略を着実に

実行するとともに，学外との連携体制を強化する。

○専門的スキルを有する人材の配置や人材育成等を通じて，組織の充実を図る。

・機関研究・重点研究，若手研究等を対象とした戦略的な予算の重点配分を行う。

○機関研究，重点研究等，弘前大学の基幹となる研究を更に推進するため，震災復興

も踏まえ，経費の重点配分を行うとともに，重点研究等の研究成果を学内外に積極

的に発信する。

○研究者の研究活動の支援と研究業績の底上げを図るため，若手研究等を対象に経費

の重点配分を行う。

・「弘前大学特別研究員制度」に基づく若手研究者の人材育成に取り組む。
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○博士課程修了若手研究者の育成制度を充実させる。

・研究施設，設備等の充実を図り，学内外の研究者を支援する。

○「機器分析センター」の利用環境の向上を図り，学内外の研究者を支援する。

○「コラボ弘大」内のレンタルラボ等の研究体制を充実させる。

○弘前大学学術特別賞制度により，本学の研究レベル向上に著しい貢献があった研究

者を顕彰する。

・知的財産の創出・活用及び管理体制を強化し，学外ＴＬＯ等との連携強化に取り組む。

○知的財産の管理・活用の推進を図るためにＴＬＯ等と連携し，技術移転を推進する。

○研究シーズの実用化に向けて，公的研究機関及び他大学等との連携体制を強化する。

３ その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置

・地域との連携を推進し，地域の活性化・発展に貢献する。

○地域との組織的な連携を強化する。

○地域政策等への参画と貢献に努める。

○地域課題解決のための研究を推進する。

○地域交流活動を推進する。

・地域の他の高等教育機関との連携を通じて，学術交流，人材交流等を推進する。

○学園都市ひろさき高等教育機関コンソーシアム等の機関連携活動に参画し，学術交

流，人材交流等を推進する。

・弘前大学サテライトを拠点とした社会連携事業を展開する。

○弘前大学サテライトを拠点とした大学の情報発信や大学開放事業を実施する。

・学内組織であるという出版会の特徴を最大限に活用し，学術情報の社会還元と地域に

根ざした出版事業を推進する。

○出版会設立の目的である各教員の研究成果の発表のほか，教科書の刊行，学生や職

員以外にも門戸を拡げた出版物の刊行ソースの拡大を目指す。

○各学部で発行している学術雑誌などの定期刊行物について，引き続き出版会からの

発行を目指す。

・地域における高等教育機関附属図書館の中核的機関として，学術関係情報の収集発信

を推進する。

○自治体立図書館及び高等教育機関附属図書館との連携を強化し，地域に開かれた附

属図書館を目指すとともに，相互利用を促進する。

○教育・研究の多様化，情報化，グローバル化等に対応した電子ジャーナル，留学生

のための多文化，多言語に対応できる図書情報など，学術基盤の整備充実を図る。

・本学の専門的知識や幅広い知識を提供するため，地域社会の要請に応えられるよう，

生涯学習教育研究活動の中枢となる活動を展開する。

○本学の有する知的資源を活用し，大学開放事業及び地域課題に関する公開講座等生

涯学習事業を実施する。

○本学の有する知的資源を活用し，地域人材育成・キャリアアップ等事業を実施する。

・教員免許状更新講習の内容の充実により，現職教員等の資質向上を推進する。

○教員免許状更新講習を継続して実施する。

・北東北国立３大学は連携して，地域の諸課題を視野に入れつつ，教育・研究・社会貢

献を行う。

○北東北国立３大学が関連する地域の諸課題の解決を視野に入れつつ，各大学の特色

ある資源を有効活用し，教育・研究・社会貢献等の連携事業における強化・充実を

推進する。

（２）国際化に関する目標を達成するための措置

・海外大学等との学術交流を実施する。
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○協定締結校との教員交流を実施する。

・協定締結校との連携を促進し，教員・学生の交流を充実させる。

○各学部・研究科の受入れを支援し，本学での留学生の受入増を目指す。

○本学学生の海外留学を促進する方策を講ずることにより，協定締結校に留学する学

生数の増加を目指す。

○協定締結校等と短期の学生交流を実施する。

○本学学生の英語力向上など，教育の国際化の推進を図る。

・留学生の受入環境を整備し，支援体制を強化する。

○国際交流科目の授業内容を充実する。

（３）附属病院に関する目標を達成するための措置

・高度救命救急センターを設置し，救急医療における地域の中心的役割を担うとともに，

被ばく医療に対応できる体制を整備する。

○救急医療を担う医療スタッフの質の向上を図る。

○災害医療体制及び緊急被ばく医療体制の充実を図る。

・ＮＩＣＵ・ＧＣＵを整備し，周産期医療における地域の中心的役割を担う。

○前年度に引き続き周産期医療の充実を図る。

・地域医療機関との連携強化を図るため，病病・病診連携を推進し，地域医療における

中心的役割を果たす。

○地域がん診療連携拠点病院及び肝疾患診療連携拠点病院として，専門的な質の高い

医療を提供する。

○地域連携パスの充実を図り，病病・病診連携を推進する。

○医療安全情報の共有，感染制御充実及び感染リスク低減を図り，地域医療への貢献

を目指す。

・安全で質の高い医療を提供するため，管理運営体制を強化する。

○第三者機関による病院評価を実施する。

○職員全体の意識向上と情報共有により，医療安全及び感染対策の強化を図る。

・専門医養成体制の充実・強化により，地域に高度医療を提供できる専門医の養成を推

進する。

○研究支援を強化し，後期臨床研修医の専門性向上を図る。

○卒後臨床研修センターを充実させ，医師養成体制の強化を図る。

・女性医師・看護師の臨床現場定着及び復帰支援のための体制を整える。

○スキルアップトレーニングシステムを活用して，引続き臨床現場定着及び復帰支援

のための研修等を実施し，医療技術の向上を図る。

・コ・メディカル職員の専門性向上のため，教育体制を整備する。

○コ・メディカル職員の専門性向上のため，教育・研修等の充実を図る。

・先進的医療技術の研究・開発を推進するとともに，その研究成果等を地域医療機関へ

提供することにより，地域医療全体のレベルアップに貢献する。

○移植医療推進のため，学内外機関との共同研究を実施する。

○臓器提供に係わるスタッフの質の向上を図る。

○臨床試験管理センターを設置し，臨床研究実施体制の充実を図る。

○先進医療技術の研究・開発推進のための予算を確保し，支援強化を図る。

・業務運営の効率化を推進するため，診療体制の見直しや病院情報システムの整備等を

行う。

○ＩＣＵを増床整備し，診療体制の充実を図る。

○コ・メディカル職員を一元的に組織し，医療支援業務の効率的な運営を図る。

○病院情報管理システムを更新し，電子カルテシステムを導入する。

○洗浄・滅菌業務を集約し，業務の効率化を図る。

・病院経営の健全化を図るため，経営改善策を策定し，収支バランスの確保に取り組む。
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○平成24年度に設 置 し た 病院長企画会議及び診療報酬対策特別委員会で経営改善策

を検討し，収入増及び経費節減を図る。

○患者別原価計算に基づく分析を行い，病院の経営改善を図る。

（４）附属学校に関する目標を達成するための措置

・附属学校の教員の教育・研究力の向上のための仕組みを充実し，附属学校を先導的・

実験的な取組みを推進する「拠点校」として整備する。

○弘前大学教育学部附属学校園共同研究奨励費制度と教育実践協同研究制度を活用し，

附属学校園の教員が学部教員と共同で附属学校における教育と教員養成に関する実

験的・実践的な研究を推進する。

○教育力向上プロジェクトによるこれまでの取組を継続し，その成果を地域に発信す

る。

・地域の教育界との連携協力のもとに，教育力向上のため，教育実習と教員の卒後支援

体制を整備するとともに，「モデル校」としての教育活動を充実する。

○学部ＦＤ委員会による学部・附属学校園の特別支援教育研修を実施するとともに，

同研修を卒後支援教育・現職教育として活用する。

○公開研究発表会を含め，附属学校園が開催する研修会と地域で行われている各種研

修会との連携・交流を強化し，地域の教育活動推進に寄与する。

○附属学校園の教育実践の一層の質の向上を図り，成果や情報を地域に発信する。

・附属学校の特別支援教育体制を整備するとともに，附属特別支援学校を特別支援教育

に関する研修などの拠点として整備する。

○附属学校園の連絡調整役としての教員配置を継続し，特別支援学校の協力の下，支

援や研修等の充実を図り，附属学校園の特別支援教育体制を推進する。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置

・学長のリーダーシップの下，効果的な組織運営を行うとともに，各組織及び教職員と

の連携を強め，法人執行部の支援体制を充実する。

○企画戦略会議及び事務連絡会議を開催し，各組織等の連携を図るとともに，法人執

行部の支援を行う。

・社会的な要請や社会環境の変化等を踏まえ，必要に応じ，教育研究組織の見直しを行

い，整備する。

○全学的な視点から各学部・研究科等における見直しの取組状況を点検する。

・人材育成方針を作成し，人事交流，研修等を充実させる。

○人材育成方針を踏まえ，研修を実施する。

・事務系職員の採用に当たっては国立大学法人等職員採用試験を利用するほか，専門性

の高い職種については，独自に選考採用を行う。

○試験採用，選考採用及び他機関からの採用を行う。

・第１期中期目標期間に実施した事務系職員の人事評価制度を検証し，充実させる。

○これまでの人事評価制度の運用に関する検証結果を踏まえた事務系職員の人事評価

を実施する。

○人事評価の統一的な運用を図るため，人事評価に係る研修を実施する。

・第１期中期目標期間に実施した教員業績評価の検証を踏まえ，評価基準の見直しを行

い，教員業績評価を実施する。

○前年度に引き続き，教員業績評価を実施する。

・男女共同参画の現状把握と今後の展開のため，教育・研究及び職場環境の現状調査と

分析を実施する。

○教職員及び学生の男女比率等を継続的に調査するとともに，平成24年度に実施した
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各部局における会議開催時間や病児保育等のニーズに関する調査の詳細分析を行い，

課題を把握するとともに，改善に向けた検討を行う。

・男女共同参画への意識啓発及び男女共同参画の推進を図るための諸事業を展開する。

○男女共同参画への意識啓発のため，男女共同参画及びダイバーシティに関する講演

会等の実施，及び外部研修会等への参加を推進する。

○男女共同参画の推進を図るため，広報誌発行等の諸事業を継続する。

・全学的な視点に立った戦略的な資源配分を行う。

○平成24年度に戦略的経費として配分した事業から実施報告書等を提出させ，事業の

進捗状況等を考慮し，平成25年度の予算配分に活用する。

○学長裁量の職員枠を確保し，戦略的な運用を行う。

・評価システムを活用し，インセンティブを付与した施策を行う。

○全学的な視点からの評価を実施し，評価結果に応じてインセンティブを付与する。

・教育研究プロジェクトや先端的教育研究を推進する。

○第２期中期目標の達成を図るために戦略的な経費を優先的に確保し，教育研究等の

活性化と発展・充実を図るための経費として重点的に配分する。

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

・業務の見直しを行うとともに，情報化の推進等により，事務の効率化・合理化を推進

する。

○役員会をペーパーレス会議とし，会議運営の効率化・合理化を図るとともに，学内

において情報の共有化を図る。

・新たな業務に対応するとともに，業務量の適正化を行う。

○各部局等からヒアリングを行い，必要により人員の再配置等を行う。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

・効率的な資産運用により，国債等の運用益を得る。

○「国立大学法人弘前大学余裕金運用規程」に基づき，安全かつ効率的な資産運用を

行う。

・「弘前大学科学研究費補助金申請の基本方針」を見直しつつ，資金の獲得増に取り組

む。

○科研費の獲得向上を図るため，平成26年度弘前大学科研費申請の基本方針を策定す

るとともに，部局の獲得向上対策の取組及び前年度不採択Ａ評価者の取組に対する

支援を行う。

・科学研究費補助金以外の外部資金獲得のための基本方針を策定し，資金の獲得増に取

り組む。

○科研費以外の外部資金の獲得向上を図るため，平成26年度競争的資金申請の基本方

針を策定するとともに，部局等の取組に対する支援を行う。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

（１）人件費の削減

・「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律

第47号）に基づき，国家公務員に準じた人件費改革に取り組み，平成18年度からの５

年間において，△５％以上の人件費削減を行う。更に，「経済財政運営と構造改革に

関する基本方針2006」（平成18年７月７日閣議決定）に基づき，国家公務員の改革を

踏まえ，人件費改革を平成23年度まで継続する。

【実施済み】
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（２）人件費以外の経費の削減

・光熱水量等の使用状況を分析し，管理運営経費を抑制する。

○「弘前大学経費節減計画」に基づき，エネルギー使用量の抑制や，その他の節約に

取り組み，管理運営経費の削減を推進する。

○平成24年度にコスト削減全学プロジェクトで検討した削減項目を精査し，「弘前大

学コスト削減計画（仮称）」を策定する。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

・施設・設備の有効活用を推進する。

○建物の共同利用スペースの利用促進を図る。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべ

き措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

・評価活動においてPDCAサイクルを徹底し，継続的に改善する。

○PDCAサイクルを継続実施し，評価活動の充実を図る。

・大学情報データベースシステムにより蓄積したデータを，自己点検・評価等に活用す

る。

○大学情報データベースに蓄積したデータを自己点検・評価等に活用する。

・学部・研究科等の自己点検・評価を行うとともに，その結果を踏まえ認証評価を受審

する。

○各学部・研究科の自己点検・評価の結果を踏まえ，認証評価を受審する。

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置

・広報マネジメント体制を構築し，継続的・戦略的な広報活動を展開する。

○広報マネジメント体制に基づき，継続的・戦略的な広報展開を行う。

・大学の活動状況や活動成果に関する情報を各種広報媒体を通じて広く学内外に周知す

る。

○大学ウェブサイトを引き続き活用し，迅速な情報提供，広報活動を行う。

○広報誌，メールマガジンを引き続き発行するとともに，新聞メディア等を活用し，

大学の活動状況や活動成果に関する情報発信を引き続き行う。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置

・キャンパスアメニティに配慮した施設整備やバリアフリー化を計画的に推進するとと

もに，既存施設設備の適切な維持管理を行う。

○老朽施設の改修を推進するため，学寮，保健学研究科校舎（Ⅱ期），附属図書館，

総合教育棟及び大学会館の改修工事を実施する。

○既存施設設備を良好な状態に維持するため，定期的な保全を実施する。

・エネルギーの効率的な利用と省エネルギー・省資源対策を推進し，二酸化炭素排出抑

制（温室効果ガス排出抑制）に取り組む。

○建物の改修に合わせて省エネルギー機器等を導入する。

○光熱水量の使用実績を学内２か所に設置するモニターに表示し，可視化することに

より教職員等への省エネルギーの啓発及び使用量の抑制を促す。

○本町地区福利厚生施設等に設置した太陽光発電設備の発電量をモニターに表示し，
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可視化することにより教職員等への省エネルギーの啓発を行う。

○「弘前大学温室効果ガス排出抑制等のための実施計画」を策定し，省エネルギー及

び二酸化炭素排出抑制等を推進する。

・情報通信技術や情報セキュリティ技術を駆使したデジタルキャンパス環境を整備する。

○職員や学生が，安全で快適に情報を活用できるよう学内ネットワーク環境を整備す

る。

○情報化社会に柔軟に対応し，教育・研究を支援するための情報基盤環境を整備する。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

・労働安全衛生法に基づく，安全管理関連の活動を実施し，安全管理の周知と知識の向

上を推進する。

○安全衛生管理に関する講習会の開催や産業医の職場巡視等を行う。

○健康診断の結果を踏まえ，保健指導が必要な職員・学生への指導を強化するととも

に，禁煙を含めた健康相談への随時対応と情報提供を継続して行う。

・危機管理体制を充実し，学生・職員に対し，防減災活動を実施するとともに，防減災

に関する知識を啓発する。

○危機管理体制及び防減災に関する意識向上を図る。

○各団地において消防訓練を実施する。

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置

・説明会等を活用し，マニュアルを用いて不正経理等の防止について周知徹底する。

○学内における各種説明会等を活用し，不正経理等の防止について周知徹底する。

・個人情報保護に関する教育研修及び監査を計画的に行い，適切な個人情報保護対策を

講ずる。

○個人情報保護に関する監査等を実施する。

・法令に基づく監査及び本学独自の内部監査を実施する。

○法令に基づき，会計監査人による監査を実施する。

○法人内部監査室において作成した年度計画書及び実施計画書に基づき，内部監査を

実施する。

○「国立大学法人弘前大学会計内部監査規程」に基づき，会計経理を所掌する全ての

部局を対象に会計内部監査を実施する。

・情報セキュリティに対する意識の向上に取り組み，学内の情報セキュリティ対策を強

化する。

○学生・教職員に対して，情報セキュリティに関する基礎知識及び対策について啓発

を図る。

○情報セキュリティポリシー・実施手順等に基づき，情報セキュリティ監査の実施に

ついて検討を行う。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額

○短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

２８億円

２ 想定される理由
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運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費とし

て借り入れることが想定されるため。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

○ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

１．重要な財産を担保に供する計画

附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入に伴い，本学の土地

及び建物を担保に供する。

Ⅸ 剰余金の使途

○ 決算において剰余金が発生した場合は，教育研究の質の向上及び組織運営の改善に

充てる。

Ⅹ その他

１ 施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

（文京町）学生支援センタ 総額 施設整備費補助金 ( 4,301 )

ー改修 4,931

（本町）学生支援センター 長期借入金 ( 583 )

改修

総合研究棟改修(保健学系) 国立大学財務・経営センター

校舎改修（附特） 施設費交付金 ( 47 )

ライフライン再生（暖房設

備）

総合研究棟改修Ⅱ(保健学

系)

図書館改修

緊急被ばく医療に関する教育・

研究機能強化のための放射線影

響解析システムの整備

白神山地における生態系及び温

暖化の基礎となる水循環観測シ

ステムの構築

大学院理工学研究科の新エネル

ギー創造工学コース設置に伴い

必要となる新エネルギー創造・

評価システムの整備

診断用Ｘ線装置

心臓血管撮影治療装置

小規模改修

（注）施設・整備の内容，金額については見込みであり，中期目標を達成するために必

要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・

設備の改修等が追加されることもある。
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２ 人事に関する計画

○退職教員の後任補充について，学長承認制度を実施する。

○人材育成方針を踏まえ，研修を実施する。

○試験採用，選考採用及び他機関からの採用を行う。

○これまでの人事評価制度の運用に関する検証結果を踏まえた事務系職員の人事評価を実

施する。

○人事評価の統一的な運用を図るため，人事評価に係る研修を実施する。

○前年度に引き続き，教員業績評価を実施する。

○学長裁量の職員枠を確保し，戦略的な運用を行う。

○各部局等からヒアリングを行い，必要により人員の再配置等を行う。

（参考１）２５年度の常勤職員数 １，５８３人

また，任期付職員数の見込みを ３２９人とする。

（参考２）２５年度中の人件費総額見込み １４，９０７百万円



弘前大学

（別紙）予算、収支計画及び資金計画

収入

10,029

4,301

0

0

405

47

21,611

授業料、入学金及び検定料収入 3,865

附属病院収入 17,607

財産処分収入 0

雑収入 139

1,486

63

583

0

0

0

38,525

支出

29,846

教育研究経費 14,033

診療経費 15,813

4,931

0

405

1,486

0

1,857

0

38,525

〔人件費の見積り〕

期間中１４，９０７百万円を支出する。（退職手当は除く）

平成２５年度　予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

運営費交付金

施設整備費補助金

船舶建造費補助金

施設整備資金貸付金償還時補助金

補助金等収入

国立大学財務・経営センター施設費交付金

自己収入

産学連携等研究収入及び寄附金収入等

引当金取崩

長期借入金収入

貸付回収金

承継剰余金

目的積立金取崩

計

業務費

施設整備費

船舶建造費

補助金等

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

貸付金

長期借入金償還金

国立大学財務・経営センター施設費納付金

計

（注１）「施設整備費補助金」のうち、平成２５年度当初予算１，４８５百万円、前年度より
　　　　の繰越額２，８１６百万円

１．予 算
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弘前大学

費用の部 33,618
経常費用 33,618

業務費 28,895
教育研究経費 2,766
診療経費 9,546
受託研究経費等 757
役員人件費 84
教員人件費 8,809
職員人件費 6,933

一般管理費 836
財務費用 414
雑損 0
減価償却費 3,473

臨時損失 0

収益の部 34,454
経常収益 34,454

運営費交付金収益 9,817
授業料収益 3,307
入学金収益 495
検定料収益 129
附属病院収益 17,607
受託研究等収益 757
補助金等収益 202
寄附金収益 560
財務収益 11
雑益 245
資産見返運営費交付金等戻入 625
資産見返補助金等戻入 556
資産見返寄附金戻入 140
資産見返物品受贈額戻入 3

臨時利益 0

純利益 836
目的積立金取崩益 0
総利益 836

   「純利益」は、医学部附属病院における長期借入金に係る償還元金が、長期借入金により取得

　　　した償却資産の減価償却費を上回ること等で生じたものである。

平成２５年度　収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

（注１）

２．収支計画

- 14 -



弘前大学

資金支出 51,643

業務活動による支出 30,028

投資活動による支出 13,212

財務活動による支出 2,513

翌年度への繰越金 5,890

資金収入 51,643

業務活動による収入 33,520

運営費交付金による収入 10,029

授業料・入学金及び検定料による収入 3,865

附属病院収入 17,607

受託研究等収入 875

補助金等収入 405

寄附金収入 611

その他の収入 128

投資活動による収入 11,859

施設費による収入 4,348

その他の収入 7,511

財務活動による収入 583

前年度よりの繰越金 5,681

平成２５年度　資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

３．資金計画

- 15 -



- 16 -

別表（学部の学科，研究科の専攻等）

人文学部 人間文化課程 ４６０人

現代社会課程 ４４０人

経済経営課程 ４８０人

教育学部 学校教育教員養成課程 ５８０人

養護教諭養成課程 １００人

生涯教育課程 ２８０人

（うち教員養成に係る分野 ６８０人）

医学部 医学科 ７１２人

保健学科 ８６０人

（うち医師養成に係る分野 ７１２人）

理工学部 数理科学科 １６０人

物理科学科 １６０人

物質創成化学科 １８４人

地球環境学科 ２３２人

電子情報工学科 ２３２人

知能機械工学科 ２３２人

学部共通 ２０人

農学生命科学部 生物学科 １６０人

分子生命科学科 １６０人

生物資源学科 １４０人

園芸農学科 １６０人

地域環境工学科 １２０人

人文社会科学研究科 文化科学専攻 ２０人

（うち修士課程 ２０人）

応用社会科学専攻 １２人

（うち修士課程 １２人）

教育学研究科 学校教育専攻 １２人

（うち修士課程 １２人）

教科教育専攻 ５６人

（うち修士課程 ５６人）

養護教育専攻 ６人

（うち修士課程 ６人）

医学研究科 医科学専攻 ２００人

（うち博士課程 ２００人）

保健学研究科 保健学専攻 ５０人

（うち博士前期課程 ５０人）

保健学専攻 ２７人

（うち博士後期課程 ２７人）
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理工学研究科 理工学専攻 １７０人

（うち博士前期課程 １７０人）

機能創成科学専攻 １２人

（うち博士後期課程 １２人）

安全システム工学専攻 １２人

（うち博士後期課程 １２人）

農学生命科学研究科 農学生命科学専攻 １２０人

（うち修士課程 １２０人）

地域社会研究科 地域社会専攻 １８人

（うち博士後期課程 １８人）

附属小学校 ７２６人

学級数 ２１

附属中学校 ６００人

学級数 １５

附属特別支援学校 ６０人

学級数 ９

附属幼稚園 １３０人

学級数 ５


